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平成２１年度 事業計画推進結果報告 

 
 郵政事業が平成１９年１０月１日、民営・４分社化され、民間企業として船出をしてから

２年６ヶ月が経過しました。 

 この激動の間、郵政事業の本質の問題など多くのことを学び経験しました。 

 また、昨年は、民主党中心による政権交代のあった歴史的大改革の年でもありました。 

 このような激変の時代でも、郵便局は、「地域にあって、公の魂で貢献活動を積み重ね、事

業を守り、地域社会の発展を願い、地域の密着した、地域とともに歩む存在であること」は、

これまでも、これからも不変であります。 

 不易流行の精神で改革すべきは改革し、見直すべきは見直すとのスタンスで、会員の皆様

のご理解もいただきながら協会運営及び事業計画を推進してまいりました。 

 

Ⅰ 概 要 

  １．設立年月日  昭和２年５月１０日 

 

  ２．寄附行為に定める目的 

     この法人は、郵便局株式会社九州支社受持ち郵便局における業務の円滑なる運営

を図り、もって、郵政事業の発展に寄与することを目的とする。 

 

  ３．寄附行為に定める事業内容 

     この法人は、上記２の目的を達成するため次の事業を行う。 

    （１）局舎の改善 

    （２）会員の慰藉救済及び福利厚生 

    （３）会館の運営 

    （４）地域貢献 

    （５）その他この法人の目的を達成する為に必要な事業 

 

  ４．所管官庁  総務省（情報流通行政局 郵政行政部） 

 

  ５．会員の状況（平成２２年２月２８日現在） 

区 分 平成 21 年度末 平成 20 年度末 対前年増加数

会員数 2,522 2,522 0 

   

 

 

 

 



 

６．主たる事務所 

    〒860-0844 

     熊本市水道町３－３７ 九特会館 

 

７．役員に関する事項（平成２２年２月２８日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．職員等に関する事項 

 

職 員 数 前年末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

男  子 ２名 ＋１名 62 歳 3 ヶ月 7,5 ヶ月 

女  子  ３名 ０名 42 歳 2 ヶ月 15 年 3 ヶ月 

合計又は平均  ５名 ＋１名 50 年 3 ヶ月 9 年 4 ヶ月 

 

 

 

 

 

 

 

役 職 氏  名 常勤/非常勤の別 現  職  等 

理事長 武内 啓太郎 非常勤 日田光岡郵便局長 

専務理事 坂田 憲二 常 勤 専務理事 

理 事 永田 求 非常勤  

理 事 谷口 紀明 非常勤  

理 事 溝田 明美 非常勤  

理 事 村山 展敏 非常勤  

監 事 大西 省悟 非常勤 池船郵便局長     

監 事 小松 弘機 非常勤  

役 職 氏  名 常勤/非常勤の別 現  職  等 

評議員 野田 照雄 非常勤 交通安全協会支部長 

評議員 浦川 久美子 非常勤  

評議員 森田 修 非常勤  

評議員 古賀 秀策 非常勤 太宰府天満宮前局長 

評議員 松本 久一 非常勤 湯本局長 

評議員 地福 勤 非常勤 伊敷郵便局長 



 

Ⅱ 事業の状況 

 

 １．事業の実施状況 

  （１）局舎の改善並びに会員の慰藉救済及び福利厚生（共済部門） 

     共済貸付は、共済事業の基盤を支えるものであり、将来に向かって安定した共済

事業を運営していくために、共済利用の一層の増進を図る必要があるとの認識に立

って、取り組んでまいりました。 

     ① 従来の共済運営の向上に資するため、共済積立金の継続加入、新規加入の促

進を図ってまいりました。 

     ②  局舎貸付は、郵便局会社の店舗戦略における局舎改善計画減少等の事情も

あり、前年比 65,4％となり、年々減少し、過去 6 年前の平成 16 年度貸付金

額と比較してみますとわずか 8,2％になっています。 

            このため、協会運営資金の柱である利ザヤ収入の新規増がほとんど期待でき

ない状況になってきています。 

     ③  一般貸付についても、前年比 141,3％と増加しましたが、トータルとして

は、平成 16 年度貸付の 18,4％になっており、落ち込んできております。 

     ④  将来に備えて運営資金を積み立てていく取組をしてまいりました。  

        ・ 積立金の金利引き下げ 
         一般（現職） 1.5％ → 1.0％ 

         特別（ＯＢ） 1.0％ → 0.5％ 

                  （20,3,1 から適用。年間約 1,500 万円の支出削減） 

     ⑤  福利厚生 

        次のとおり実施しました。 

         ア 九特親善ソフトボール大会を実施しました。（９月） 

         イ 会員の計画的な生活サイクルの一助として、九特手帳を全会員に配

布しました。 

 

         

  （２）会館の運営（管財部門） 

     ①  九特会館は、２階部分を貸事務所とし、３階を会議室として、地区会部会

会議及び研修会等の他地域の方々にもご利用いただいております。 

        九特会館利用状況（年間） 

         貸事務所  ・簡易保険加入者協会九州地方本部 

               ・簡易保険加入者協会 熊本出張所 

・ ニッテイ建築設計 九州事務所 

・ 九州地方郵便局会 ケイ・ティ 

               ・郵政政策研究会 

         会議室  延べ 195 回（月平均 16 回） 



 

  （３）地域貢献 

     ① 防災士研修の実施  

        地域における防災対策のリーダーとして地域に貢献できるよう各地区で、

研修会を実施しました。 

       <平成２１年度実施地区会・４地区会（２３０名）> 

            天草、大分南部、大分北部、宮崎北部 

       <平成２０年度までの実施地区会> 

            北九州市・豊前・筑前東部・筑前西部・福岡市・筑後・佐賀南部 

        長崎中部・長崎南部・熊本中部・熊本南部・熊本北部・大分西部 

        大分東部・宮崎南部・鹿児島中部・鹿児島東部・鹿児島西部・鹿児島北部  

研修終了者合計 1,818 名 

        全員が「防災士」の資格習得試験に合格しました。 

        課題としては、防災士としての未登録者が 191 名いますので、消防署等の

行う「救急救命講習」を受講し、全員が防災士登録できるよう引き続き取組

のこととします。 

        また、防災士の資格習得後退職された方が、167 名（22,3,31 現在）おられ

ますので、地域の防災対策のリーダーとして、地域に貢献できるよう検討し

ていくこととします。 

         

     ② 地域イベントの実施 

        地域住民の健康増進、生活向上のための地域イベントを７地区会の１５ヶ

所で実施しました。 

 

 （４）その他 

① 全国郵便局長生活協同組合共済関係 

       平成２１年４月から同２２年３月までの１年間を加入促進運動の実施期間と

して、加入率アップに取り組みました。 

       特に新任局長の火災・生命共済への全員加入及び医療共済制度の 50％必達を

目標に、各地区協会強力な取組の結果、１８地区協会が目標達成するなど会員

へかなり浸透させることができました。 

       しかしながら、まだ地区協会間の実績に相当の格差があり、今後の課題と考

えます。 

       頑張った地区協会に報いる報労についても医療共済 50％達成、10％以上アッ

プ、５％アップ達成など行ってきたところですが、今後も更にメリハリをつけ

た報労に配意します。 

また、九州の状況を全国の状況と比較すると、４共済（火災・生命・グルー

プ・医療）とも全国平均を上回っているものの、満足できるレベルとは言えな

いので、今後とも継続した取組が必要です。 



 

      

     ② 広報 

        次のとおり実施しました。 

        ア․  九特会報を年２回発行（6月、10 月）しました 

        イ․ 内容については、理事会・評議員会、九特ソフトボール大会、各種会

議、研修、各地区協会の施策及び協会の事業内容をできるだけタイム

リーに盛り込みました。       

 

 ２．役員会等に関する事項 

 

理 事 会 議  評 議 員 会 
開催年月日 主な議事事項 開催年月日 主な議事事項 

Ｈ21,4,24 

 

 

Ｈ22, 2, 4 

 

 

平成 20 年度事業報告

及び収支決算報告 

 

平成 22 年度事業計画（案）

及び収支予算書（案）説明

評議員の変更について

Ｈ21,4,24 

 

 

Ｈ22, 2, 4 

 

平成 19 年度事業報告

及び収支決算報告 

 

平成 21 年度事業計画（案）

及び収支予算書（案）説明

監事の変更について 

 

 

 

 

 ３．収支及び正味財産増減の状況並びに財産の状態の推移 

 

                                         単位：円 

会計年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

前期繰越収支差額 △ 59,037,301   227,869,417     59,959,557   517,326,562 432,645,987 

当期収入合計 3,889,461,925 3,545,436,368 6,768,686,034 2,970,669,863 2,904,398,570 

当期支出合計 3,602,555,207 3,713,346,228 6,311,319,029 3,055,350,438 3,144,480,128 

当期収支差額    286,906,718 △167,909,860    457,367,005 △ 84,680,575 △ 240,081,558 

次期繰越収支差額    227,869,417     59,959,557    517,326,562    432,645,987    192,564,429 

資 産 合 計 24,843,338,060 23,228,666,442 19,834,181,222 18,368,023,208 16,779,958,479 

負 債 合 計 23,423,791,254 21,725,043,091 18,254,814,177 16,686,916,633 15,013,545,186 

正 味 財 産  1,419,546,806 1,503,623,351 1,579,367,045  1,681,106,575  1,766,413,293 

 

 

 

 

 



 

 

Ⅲ 法人の課題 

   公益法人制度改革 

・ 平成２０年１２月公益法人制度改革３法（一般法、認定法、整備法）が施行さ 

れ、最終期限の同２５年１１月末までに、公益か一般か等へ移行を完了するこ 

とが決まっております。 

・ これに伴い、平成２１年１月３０日全協連（全国郵便局長協会連合会）に「公 

益法人改革専門委員会」が立ち上げられ、移行のベストな選択肢等鋭意検討を 

重ねてきたところです。 

・ 平成２２年１月２２日、第２回の当該専門委員会が開催され、激論の結果、現 

時点では、各協会の主な事業となっている「局舎改善貸付資金を含む局舎改善 

事業」が、公益認定法第５条の各号に掲げられた認定基準に該当することが難 

しいと判断されることから、「一般財団法人への移行準備を進める」との意識 

統一がなされました。 

これを踏まえ、当協会も進行管理して取組むこととしております。 

 

 



科        目 当年度 前年度 増  減

貸借対照表
平成22年 2月28日現在

一般会計 単位：円

  １．流動資産
Ⅰ　資産の部

          未          収           入           金 2,498,303 2,325,497 172,806
          現          金           預       　　金 303,591,787 529,754,876 △ 226,163,089

          前                 払                 金 0 966,525 △ 966,525
          仮                 払                 金 0 2,250 △ 2,250

          貯                 蔵                 品 0 516,173 △ 516,173

  ２．固定資産
        流動資産合計 306,090,090 533,565,321 △ 227,475,231

          土                                    地 11,400,000 11,400,000 0
    (1) 基本財産

    (2) その他固定資産
        基本財産合計 11,400,000 11,400,000 0

          設                                    備 50,671,673 50,671,673 0
          建                                    物 442,907,783 442,907,783 0

          什          器           備           品 18,544,109 18,544,109 0
          構                 築                 物 1,458,578 1,458,578 0

          土                                    地 6,009,000 6,009,000 0
          ソ     フ      ト      ウ      ェ     ア 3,929,900 5,052,728 △ 1,122,828

          電       話        加        入       権 297,491 297,491 0
          減    価    償     却     累    計    額 △ 266,772,116 △ 250,947,307 △ 15,824,809

          一       般        貸        付       金 518,684,631 556,839,057 △ 38,154,426
          局       舎        貸        付       金 15,733,045,121 17,045,052,756 △ 1,312,007,635

          貸       倒        引        当       金 △ 49,278,000 △ 55,283,241 6,005,241
          保     険      料      積      立     金 2,970,219 2,455,260 514,959

        固定資産合計 16,473,868,389 17,834,457,887 △ 1,360,589,498
        その他固定資産合計 16,462,468,389 17,823,057,887 △ 1,360,589,498

Ⅱ　負債の部
        資産合計 16,779,958,479 18,368,023,208 △ 1,588,064,729

          １  年   以   内   長   期   借   入  金 1,293,524,000 1,667,814,000 △ 374,290,000
  １．流動負債

          預                 り                 金 5,221,643 5,488,734 △ 267,091
          未          払           費           用 56,660,033 55,014,628 1,645,405

          未     払      消      費      税     等 981,000 917,600 63,400

          未     払      法      人      税     等 45,000,000 35,000,000 10,000,000
          未                 払                 金 1,955,601 2,774,516 △ 818,915

          前                 受                 金 1,021,800 1,045,320 △ 23,520
          仮                 受                 金 2,685,584 678,536 2,007,048

  ２．固定負債
        流動負債合計 1,407,049,661 1,768,733,334 △ 361,683,673

          会       員        積        立       金 5,690,809,119 5,706,070,925 △ 15,261,806
          長       期        借        入       金 7,596,387,000 8,808,281,000 △ 1,211,894,000

          特       別        積        立       金 301,789,516 385,299,885 △ 83,510,369

          退    職    給     付     引    当    金 12,624,090 13,645,689 △ 1,021,599
          預       り        保        証       金 4,885,800 4,885,800 0

        負債合計 15,013,545,186 16,686,916,633 △ 1,673,371,447
        固定負債合計 13,606,495,525 14,918,183,299 △ 1,311,687,774

  １．指定正味財産
Ⅲ　正味財産の部

        （ う ち 基 本 財  産  へ の 充 当 額 ） 11,400,000 11,400,000 0
        指定正味財産合計 11,400,000 11,400,000 0

        正味財産合計 1,766,413,293 1,681,106,575 85,306,718
  ２．一般正味財産 1,755,013,293 1,669,706,575 85,306,718

        負債及び正味財産合計 16,779,958,479 18,368,023,208 △ 1,588,064,729



科        目 当年度 前年度 増  減

正味財産増減計算書
平成21年 3月 1日から平成22年 2月28日まで

一般会計 単位：円

  １．経常増減の部
Ⅰ　一般正味財産増減の部

        事          業           収           益 (544,993,747) (583,880,993) (△38,887,246)
    (1) 経常収益

          一  般   貸   付   金   利   息   収  益 16,421,625 18,008,253 △ 1,586,628
          局  舎   貸   付   金   利   息   収  益 490,830,450 528,705,511 △ 37,875,061

          会   議   室    使    用    料   収   益 581,035 687,693 △ 106,658
          受     取      家      賃      収     益 37,160,637 36,479,536 681,101

          受          取           利           息 120,958 1,145,055 △ 1,024,097
        雑                 収                 入 (11,878,697) (12,312,936) 434,239

          雑                 収                 入 11,757,739 11,167,881 589,858

    (2) 経常費用
        経常収益計 556,872,444 596,193,929 △ 39,321,485

          会    員    積     立     金    利    息 55,005,862 55,603,175 △ 597,313
        事                 業                 費 (398,138,151) (416,314,353) (△18,176,202)

          給                                    料 17,498,446 17,869,530 △ 371,084
          特    別    積     立     金    利    息 1,782,851 2,089,701 △ 306,850

          退                 職                 金 376,700 0 376,700
          振       替        手        数       料 1,093,172 766,252 326,920

          保                 守                 料 1,503,561 1,368,560 135,001
          会                 議                 費 14,584,437 14,090,451 493,986

          厚                 生                 費 427,593 317,338 110,255
          雑                                    給 137,440 151,120 △ 13,680

          通                 信                 費 4,462,815 4,039,137 423,678
          旅       費        交        通       費 37,690,465 38,797,274 △ 1,106,809

          地       域        貢        献       費 336,429 105,430 230,999
          事                 務                 費 3,957,945 3,508,054 449,891

          雑                                    費 526,542 528,244 △ 1,702
          図                 書                 費 658 2,008 △ 1,350

          借       入        金        利       息 204,850,135 240,205,565 △ 35,355,430
          退   職   給    付    引    金   繰   入 665,000 1,995,314 △ 1,330,314

        管                 理                 費 (79,432,816) (79,887,465) (△454,649)
          法     人      税      等      支     出 53,238,100 34,877,200 18,360,900

          退  職   給   付   引   当   金   繰  入 978,401 950,000 28,401
          給                                    料 9,120,000 10,840,000 △ 1,720,000

          厚                 生                 費 9,977,920 8,435,673 1,542,247
          退                 職                 金 0 4,330,000 △ 4,330,000

          通                 信                 費 2,153,949 1,786,407 367,542
          旅       費        交        通       費 3,711,497 3,511,019 200,478

          消          耗           品           費 196,373 0 196,373
          事                 務                 費 517,898 1,182,057 △ 664,159

          水       道        光        熱       費 1,342,273 1,375,379 △ 33,106
          備                 品                 費 135,200 209,667 △ 74,467

          地       域        貢        献       費 3,426,373 1,003,489 2,422,884
          事       業        周        知       費 6,245,130 0 6,245,130

          保                 険                 料 480,245 1,560,790 △ 1,080,545
          修                 繕                 費 1,883,018 944,073 938,945

          図                 書                 費 126,046 143,679 △ 17,633
          研                 修                 費 2,190,477 3,238,097 △ 1,047,620

          広       告        宣        伝       費 583,438 1,807,120 △ 1,223,682
          顧          問           報           酬 5,413,000 5,418,430 △ 5,430

          支       払        手        数       料 12,215 17,558 △ 5,343
          リ          ー           ス           料 2,977,560 2,977,560 0



科        目 当年度 前年度 増  減

          公          租           公           課 4,383,805 5,085,986 △ 702,181
          固       定        資        産       税 4,714,200 4,651,900 62,300

          減       価        償        却       費 16,947,637 18,121,799 △ 1,174,162
          清                 掃                 費 1,260,432 1,137,744 122,688

          雑                                    費 655,729 1,159,038 △ 503,309

          当期経常増減額 79,301,477 99,992,111 △ 20,690,634
        経常費用計 477,570,967 496,201,818 △ 18,630,851

    (1) 経常外収益
  ２．経常外増減の部

        貸    倒    引     当     金    戻    入 6,005,241 4,230,559 1,774,682

    (2) 経常外費用
        経常外収益計 6,005,241 4,230,559 1,774,682

        固    定    資     産     除    却    損 0 2,483,140 △ 2,483,140

          当期経常外増減額 6,005,241 1,747,419 4,257,822
        経常外費用計 0 2,483,140 △ 2,483,140

          一般正味財産期首残高 1,669,706,575 1,567,967,045 101,739,530
          当期一般正味財産増減額 85,306,718 101,739,530 △ 16,432,812

Ⅱ　指定正味財産増減の部
          一般正味財産期末残高 1,755,013,293 1,669,706,575 85,306,718

          指定正味財産期首残高 11,400,000 11,400,000 0
          当期指定正味財産増減額 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 1,766,413,293 1,681,106,575 85,306,718
          指定正味財産期末残高 11,400,000 11,400,000 0



一般会計

Ⅰ  事業活動によるキャッシュ・フロー

  １．当期一般正味財産増減額

  ２．キャッシュ・フローへの調整額

       減      価       償      却      費

       貸　倒　引　当　金 の 増   減    額

       退 職 給 与 引 当 金 の  増  減  額

　　　 貸 　 付  　金   弁   済   収    入

　　　 貸 　　 付　  　金  　  支　　   出

　　　 積      立      金       収      入

　　　 積   立   金   返   還    支     出

　　　 そ  の  他  資  産  の   増  減  額 

　　　 そ  の  他  負  債  の   増  減  額 

　　　 未  払  法  人  税  等  の 増 減 額

        小    計

  ３．指定正味財産増加収入

        指定正味財産増加収入計

          事業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー

  １．投資活動収入

        投資活動収入計

  ２．投資活動支出

　　　 保   険   料   積   立     支    出

        投資活動支出計

          投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー

  １．財務活動収入

        借       入        金        収       入

        財務活動収入計

  ２．財務活動支出

        借    入    金     返     済    支    出

        財務活動支出計

          財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅴ  現金及び現金同等物の増減額

Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ  現金及び現金同等物の期末残高

（注）　資金の範囲　：資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。

△ 1,586,184,000
△ 226,163,089

529,754,876
303,591,787

100,000,000

1,686,184,000
1,686,184,000

△ 514,959
△ 514,959
△ 514,959

100,000,000

0

1,275,229,152

0
1,360,535,870

△ 806,532,175
1,312,142
2,606,327
10,000,000

△ 1,021,599
1,539,766,126
△ 189,604,065

707,760,000

85,306,718

16,947,637
△ 6,005,241

キャッシュ・フロー計算書

平成21年 3月 1日から平成22年 2月28日まで

科        目 当　年　度



科        目 金        額

財産目録
平成22年 2月28日現在

一般会計 単位：円

  １．流動資産
Ⅰ　資産の部

            現金手許有高 65,616
          現金預金 303,591,787

              肥          後  銀 行  （ 上  通 支店 ） 1,028,927

              住  友  信  託  銀 行   ( 熊  本 支店 ) 28,809,850
              あ  お  ぞ  ら  銀 行  （ 福  岡 支店 ) 1,391,945

              山          口  銀 行   ( 北九州 支店 ) 103,565,137
              福  岡  貯  金  事   務   セ  ン  タ  ー 150,971,694

          未          収           入           金 2,498,303
              熊   本   市    上    通    郵   便   局 17,758,618

  ２．固定資産
        流動資産合計 306,090,090

          土                                    地 11,400,000
    (1) 基本財産

            土地(指定) 11,400,000

    (2) その他固定資産
        基本財産合計 11,400,000

          設                                    備 50,671,673
          建                                    物 442,907,783

          什          器           備           品 18,544,109
          構                 築                 物 1,458,578

          土                                    地 6,009,000
          ソ     フ      ト      ウ      ェ     ア 3,929,900

          電       話        加        入       権 297,491
          減    価    償     却     累    計    額 △ 266,772,116

          一       般        貸        付       金 518,684,631
          局       舎        貸        付       金 15,733,045,121

          貸       倒        引        当       金 △ 49,278,000
          保     険      料      積      立     金 2,970,219

        固定資産合計 16,473,868,389
        その他固定資産合計 16,462,468,389

Ⅱ　負債の部
        資産合計 16,779,958,479

          １  年   以   内   長   期   借   入  金 1,293,524,000
  １．流動負債

          預                 り                 金 5,221,643
          未          払           費           用 56,660,033

          未     払      消      費      税     等 981,000

          未     払      法      人      税     等 45,000,000
          未                 払                 金 1,955,601

          前                 受                 金 1,021,800
          仮                 受                 金 2,685,584

  ２．固定負債
        流動負債合計 1,407,049,661

          会       員        積        立       金 5,690,809,119
          長       期        借        入       金 7,596,387,000

          特       別        積        立       金 301,789,516

          退    職    給     付     引    当    金 12,624,090
          預       り        保        証       金 4,885,800

       負債合計 15,013,545,186
       固定負債合計 13,606,495,525

       正味財産 1,766,413,293



財務諸表に対する注記 

 

１．重要な会計方針 

 

   （１）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

      最終仕入原価法を採用しております。 

 

（２）固定資産の減価償却について 

固定資産の減価償却については、法人税法に規定する定率法によっています。ただし、

平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く。）については定額法によってい

ます。ソフトウェアの減価償却は、5年間均等償却による方法を採用しています。 

 

（３）引当金の計上基準について 

貸 倒 引 当 金…将来の債権の貸倒れに備えるため、法人税法に規定する繰入限度額（法 

定繰入率）を計上しています。 

退職給与引当金…従業員の退職による支出に備えるため、期末における要支給額の 100％ 

を計上しています。 

 

（４）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に依っています。 

 

  （５）消費税等の会計処理 

       税抜き方式によっています。 

 

２．基本財産の増減額およびその残高は、以下のとおりです。  

    （単位：円）

科   目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 高 当 期 減 少 高 当 期 末 残 高 

基本財産 

土 地 11,400,000 0 0 11,400,000

 合 計 11,400,000 0 0 11,400,000

 

３．基本財産の財源等の内訳は、以下のとおりです。  
    （単位：円）

科  目 当 期 末 残 高 (うち、指定正味財産
からの充当額) 

（うち、一般正味財
産からの充当額） 

（うち、負債に対応
する額） 

基本財産 

土 地 

 

11,400,000

 

(11,400,000)

 

― 

 

― 

合  計 11,400,000 (11,400,000) ― ― 



 

４．局舎貸付金のうち 13,737,604,596  円は借入金の担保に供しております。 

 

５．ファイナンス・リース取引関係 

 

   （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、および期末残高相当額 

    （単位：円） 

取得価額相当額 11,400,000

減価償却累計額相当額 6,080,000

期末残高相当額 5,320,000

    

（２）未経過リース料期末残高相当額 

 （単位：円） 

 １年以内 １ 年 超 合  計 

未経過リース料期末残高相当額 2,502,000 3,336,000 5,838,000 

 

   （３）当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 （単位：円） 

支払リース料 2,502,000

減価償却費相当額 2,280,000

支払利息相当額 254,309

        

   （４）減価償却費相当額の算定方法は、リース期間定額法によっています。 

 

   （５）利息相当額の算定方法は、リース料の総額から取得価額相当額を差し引いた額を利息相当額の総

額とし、その各期への配分は利息法によっています。 

 

 

 



科        目 予算額 決算額 差  異

収支計算書
平成21年 3月 1日から平成22年 2月28日まで

一般会計

  １．事業活動収入
Ⅰ　事業活動収支の部

        事          業           収           入 (2,827,004,000) (2,792,519,873) (34,484,127)

          一  般   貸   付   金   弁   済   収  入 138,600,000 165,284,426 △ 26,684,426
          局  舎   貸   付   金   弁   済   収  入 1,400,000,000 1,374,481,700 25,518,300

          会    員    積     立     金    収    入 722,700,000 707,760,000 14,940,000

          一  般   貸   付   金   利   息   収  入 16,800,000 16,421,625 378,375
          局  舎   貸   付   金   利   息   収  入 510,000,000 490,830,450 19,169,550

          会   議   室    使    用    料   収   入 738,000 581,035 156,965
          受     取      家      賃      収     入 38,166,000 37,160,637 1,005,363

          受          取           利           息 1,030,000 120,958 909,042
        雑                 収                 入 (5,110,000) (11,878,697) (6,768,697)

          雑                 収                 入 4,080,000 11,757,739 △ 7,677,739

  ２．事業活動支出
        事業活動収入計 2,832,114,000 2,804,398,570 27,715,430

        事       業        費        支       出 (1,164,658,000) (1,396,274,391) (△231,616,391)

          一    般    貸     付     金    支    出 140,000,000 127,130,000 12,870,000
          局    舎    貸     付     金    支    出 0 62,474,065 △ 62,474,065

          会  員   積   立   金   返   還   支  出 500,000,000 723,021,806 △ 223,021,806

          会  員   積   立   金   利   息   支  出 59,528,000 55,005,862 4,522,138
          特  別   積   立   金   返   還   支  出 100,000,000 83,510,369 16,489,631

          給          料           支           出 22,463,000 17,498,446 4,964,554
          特  別   積   立   金   利   息   支  出 1,592,000 1,782,851 △ 190,851

          振    替    手     数     料    支    出 1,800,000 1,093,172 706,828
          退       職        金        支       出 0 3,041,700 △ 3,041,700

          保       守        料        支       出 1,833,000 1,503,561 329,439
          会       議        費        支       出 10,892,000 14,584,437 △ 3,692,437

          雑          給           支           出 0 137,440 △ 137,440
          事    務    取     扱     費    支    出 46,550,000 0 46,550,000

          旅    費    交     通     費    支    出 0 37,690,465 △ 37,690,465
          厚       生        費        支       出 0 427,593 △ 427,593

          事       務        費        支       出 0 3,957,945 △ 3,957,945
          通       信        費        支       出 0 4,462,815 △ 4,462,815

          図       書        費        支       出 0 658 △ 658
          地    域    貢     献     費    支    出 0 336,429 △ 336,429

          借    入    金     利     息    支    出 240,000,000 204,850,135 35,149,865
          雑          費           支           出 0 526,542 △ 526,542

        管       理        費        支       出 (98,125,000) (61,506,778) (36,618,222)
          法     人      税      等      支     出 40,000,000 53,238,100 △ 13,238,100

          雑          給           支           出 294,000 0 294,000
          給          料           支           出 9,120,000 9,120,000 0

          厚       生        費        支       出 10,641,000 9,977,920 663,080
          退       職        金        支       出 3,000,000 0 3,000,000

          通       信        費        支       出 3,600,000 2,153,949 1,446,051
          旅    費    交     通     費    支    出 18,493,000 3,711,497 14,781,503

          消     耗      品      費      支     出 0 196,373 △ 196,373
          事       務        費        支       出 3,120,000 517,898 2,602,102

          水    道    光     熱     費    支    出 1,560,000 1,342,273 217,727
          備       品        費        支       出 0 135,200 △ 135,200

          地    域    貢     献     費    支    出 10,000,000 3,426,373 6,573,627
          事    業    周     知     費    支    出 1,200,000 6,245,130 △ 5,045,130

          保       険        料        支       出 381,000 480,245 △ 99,245
          修       繕        費        支       出 20,000,000 1,883,018 18,116,982



          図       書        費        支       出 93,000 126,046 △ 33,046
          研       修        費        支       出 0 2,190,477 △ 2,190,477

          弁       護        士        報       酬 100,000 0 100,000
          顧     問      報      酬      支     出 6,187,000 5,413,000 774,000

          リ     ー      ス      料      支     出 3,148,000 2,977,560 170,440
          広    告    宣     伝     費    支    出 730,000 583,438 146,562

          固    定    資     産     税    支    出 4,897,000 4,714,200 182,800
          支    払    手     数     料    支    出 0 12,215 △ 12,215

          清       掃        費        支       出 1,141,000 1,260,432 △ 119,432
          公     租      公      課      支     出 100,000 4,383,805 △ 4,283,805

          雑          費           支           出 320,000 655,729 △ 335,729

          事業活動収支差額 1,569,331,000 1,346,617,401 222,713,599
        事業活動支出計 1,262,783,000 1,457,781,169 △ 194,998,169

  １．投資活動収入
Ⅱ　投資活動収支の部

  ２．投資活動支出
        投資活動収入計 0 0 0

        保   険   料    積    立    金   支   出 1,200,000 514,959 685,041

          投資活動収支差額 △ 1,200,000 △ 514,959 △ 685,041
        投資活動支出計 1,200,000 514,959 685,041

  １．財務活動収入
Ⅲ　財務活動収支の部

        借       入        金        収       入 0 100,000,000 △ 100,000,000

  ２．財務活動支出
        財務活動収入計 0 100,000,000 △ 100,000,000

        借    入    金     返     済    支    出 1,696,000,000 1,686,184,000 9,816,000

          財務活動収支差額 △ 1,696,000,000 △ 1,586,184,000 △ 109,816,000
        財務活動支出計 1,696,000,000 1,686,184,000 9,816,000

Ⅳ  予備費支出 5,000,000  ------- 5,000,000

        前期繰越収支差額 △ 135,305,048 432,645,987 △ 567,951,035
        当期収支差額 △ 132,869,000 △ 240,081,558 107,212,558

        次期繰越収支差額 △ 268,174,048 192,564,429 △ 460,738,477

科        目 予算額 決算額 差  異



収支計算書に対する注記 

 

１．資金の範囲 

   資金の範囲は、現金、預貯金、未収入金、仮払金、前払金、未払金、未払費用、預り金、未払消費 

税等、未払法人税等、仮受金､前受金を含めています。 

なお、前期末および当期末残高は、下記２に記載するとおりです。 

 

２．次期繰越収支差額の内容は、次のとおりです。  

  （単位：円） 

 科    目 前 期 末 残 高 当 期 末 残 高 

現 金 ・ 預 貯 金 

未 収 入 金 

仮 払 金 

前 払 金 

貯 蔵 品 

529,754,876

  2,325,497

   2,250

    966,525

    516,173

303,591,787 

  2,498,303 

   0 

    0 

    0 

 合    計       533,565,321 306,090,090 

未 払 金 

未 払 費 用 

預 り 金 

未 払 消 費 税 

未 払 法 人 税 等 

仮 受 金 

前 受 金 

 2,774,516

55,014,628

 5,488,734

   917,600

35,000,000

   678,536

 1,045,320

 1,955,601 

56,660,033 

 5,221,643 

   981,000 

45,000,000 

   2,685,584 

 1,021,800 

 合    計 100,919,334 113,525,661 

次 期 繰 越 収 支 差 額 432,645,987 192,564,429 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

平成２０年１２月３１日 

九 州 郵 便 局 長 協 会 

 

 

「国と特に密接な関係がある」特例民法法人への該当性について 

 

 

    

 

当法人は、国家公務員法等の一部を改正する法律（平成 19 年法律第 108 号。以下

「改正法」という。）による改正後の国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号。以下「改

正国公法」という。）第 106 条の 24 第 1 項第 4 号及び改正法附則第 12 条並びに独立

行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号。以下「改正独法通則法」という。）第 54

条の 2 第 1 項において準用する改正国公法第 106 条の 24 第 1 項第 4 号及び改正法附

則第 10 条において準用する改正法附則第 12 条、職員の退職管理に関する政令（平成

20 年政令第 389 号。以下「退職管理政令」という。）第 32 条及び附則第 4条、特定独

立行政法人の役員の退職管理に関する政令（平成 20 年政令第 390 号。以下「役員政

令」という。）第 18 条及び附則第 3 条、職員の退職管理に関する内閣府令（平成 20

年内閣府令第 83 号）第 9 条及び附則第 3 条、並びに特定独立行政法人の役員の退職

管理に関する内閣府令（平成 20 年内閣府令第 84 号）第 8条及び附則第 3条の諸規定

（以下「密接関係法令」という。）に関し、「国と特に密接な関係がある」特例民法法

人に該当しないので、その旨公表いたします。 

 

 

 

 

 

 

[本件連絡先]                

電 話 ０９６－３５６－６６３０ 

                   Ｆ Ａ Ｘ ０９６－３５６－６６３２       

電子メール  tokukyokai@giga.ocn.ne.jp 
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